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課題

・ 令和７年度から新たに60歳となる労働者への同
給付の給付率が10％に縮小される（令和７年４
月１日施行）が、単に高年齢労働者への給付が
縮小するのであれば収入の減少につながり、高年齢
労働者の雇用の安定が損なわれるおそれがある。
（参考：令和元年度の高年齢雇用継続給付の受
給者数約57万人、支給総額179,256,039千
円）

・ したがって、令和７年度の施行に向けて、企業にお
ける高年齢労働者の処遇の改善にむけた取組を支
援する必要がある。

・現状分析

・ 現行の制度では、被保険者であった期間が５年以上
ある60歳以上65歳未満の労働者であって、60歳以
後の各月に支払われる賃金が原則として60歳時点の
賃金額の75％未満となった状態で雇用を継続する高
年齢者に対し、 65歳に達するまでの期間について、
60歳以後の各月の賃金の15％を支給している。

・ 一方、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律
（昭和46年法律第68号）による高年齢者雇用確
保措置の進展等を踏まえ、令和２年3月の雇用保険
法等の一部を改正する法律（令和２年法律第14
号）により、高年齢雇用継続給付の給付率を見直し、
令和７年度から新たに60歳となる労働者への同給付
の給付率が10％に縮小される（令和７年４月１日
施行）。

担当部局 職業安定局雇用保険課

事業概要【☑新規、□モデル、□大幅見直し】

○雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保を推進
する観点から60歳から64歳までの高年齢労働者の
処遇の改善に向けて取り組む事業主に対し支援す
る。
（助成内容）
当該事業所に雇用される労働者（申請対象期間の
初日において雇用されている者に限る。）に係る、賃
金規定等改定前後を比較した高年齢雇用継続給
付の減少額に、以下の助成率を乗じた額を助成
・ 大企業：２／３ 中小企業：４／５

※ 助成率は令和４年度までの率。令和５・６年度は、大企
業：１／２、中小企業：２／３とする予定。

※ ６か月に１度申請、最大４回（２年間）まで申請可能。２
回目以降も、初回の申請時に適用された助成率を適用。

※ 令和７年度には、助成率を大企業：１／３、中小企業：
１／２とし、申請回数も最大２回（１年間）までとし、同年度
限りで廃止する。
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【インプット】

60歳から64歳までの高
年齢労働者の処遇改
善に取り組む事業主に
対する助成

令和３年度：支給決定
件数、支給額、1450
件、3,219百万円
（予定）／0件、0百
万円（実績）

高年齢労働者の処遇改善
にむけた取組に積極的な
事業所の件数
令和３年度：賃金規定
等改定計画の認定件数
1,600件（予定）／１
件（実績）

賃金規定等改定計画に基
づき処遇改善された当該事
業所に雇用される60歳から
64歳までの高年齢労働者
数
令和６年度末累計：支給
決定を受けた事業所の対
象労働者数19万人

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】


